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クリーンプラザふじみ（ふじみ衛生組合）視察 当日質問 

 

  Q1 環境影響評価を実施した際、排ガスの最大着地濃度はどれくらい距離、場所に出現

しましたか。（事前質問 Q3-5の回答） 

   （回答） 

    関東地方では年間を通じ北西の風が多く、クリーンプラザふじみでは南東７００ｍ 

が最大着地濃度地点となりました。 

 

  Q2 地元協議会では、どのようなことを議題として挙げていますか。 

（回答） 

地元協議会は概ね２ヶ月から３ヶ月に１回の頻度で開催します。 

    設置当初は工事協定書の内容の協議を行い、その後、公害防止協定書の内容の協議 

を行いました。 

    公害防止協定書の内容は相当細かい部分まで協議したので、ピーク時では月に２回 

から３回の会議を開催しました。 

    施設を稼働開始した現在は協議事項よりも操業に関する報告事項がメインとなって 

います。 

    なお、地元協議会はふじみ衛生組合の施設の建設及び稼働について議論する場なの 

で、必ずしも焼却施設だけが対象ではありません。 

    よって今後は、建替えの時期を迎えるリサイクルセンターが議論のメインになって 

くるものと考えています。 

 

  Q3 地元協議会の開催頻度を今後変更する可能性はありますか。 

（回答） 

    地元の皆様との協議によります。 

 

 Q4 地元協議会メンバーの入れ替わりはありますか。 

（回答） 

    任期は２年ですが、再任は妨げないとしています。 

     

 Q5 荻原氏（ふじみ衛生組合の視察対応職員）が執筆された住民の合意形成に関する論 

文に「実施計画策定段階になると建設に強く反対していた周辺住民も、建設するの 

であれば良い施設を造ってほしいという空気に変わってきた」と記述されています 

が、私達にとってもポイントとなる部分なので詳しい経緯の説明をお願いします。 

（回答） 

    事業が淡々と進んだわけではなく、やはりどこに建設するにしても必ず反対運動は 

つきものです。 

市民の皆様と一緒に検討するための叩き台である整備基本計画素案報告書を広報紙 
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の１面で公表すると共に説明会を開催しましたが、その途端、ふじみ周辺から多くの 

反対の声があがりました。 

組織としては「絶対反対の会」が立ち上がり、周辺には「絶対反対」と表記された看 

板がたくさん設置されました。 

「絶対反対の会」の会合にも出席させていただきましたが「突然候補地として位置 

付けられたので、皆さんの気持ちも当然分かります。しかし、冷静に考えていただき 

たいのですが、将来どこかに焼却施設を建設しなければいけないことは皆さんも認識 

されていますよね。」という話をさせていただきました。 

    その点は理解されていましたので、反対の本質は「ふじみに建設すること」でした。 

    その際、私共が申し上げたのは「反対されるのは結構ですが、生活に絶対に欠かせ 

ない施設なので、皆様が認識されているとおり将来どこかに焼却施設は建設します。 

ついては住民の皆様も交えて場所を決めるような組織を作りますので皆さんもその組 

織のメンバーに入っていただき、そこで自分達の意見を出されてはいかがですか。」と 

いうことです。 

    そうしましたら、「絶対反対の会」から何人か入ることとなり、整備基本計画検討委 

員会を設置しました。 

    そして、２年３ヶ月の間に会議を１５回及び勉強会を２０回開催し、活発な議論を 

していただきました。 

    しかし、６箇所までは絞り込めたものの１箇所には絞り込めず、後は行政側に任せ 

るという運びとなり、整備基本計画検討委員会で決した相対比較項目に基づき、ふじ 

み衛生組合で客観的に比較評価を行ったところ、ふじみ衛生組合用地が最高得点にな 

りました。 

その段階で、住民側で１箇所まで決めきれなかったということもあり、「絶対反対の 

会」は良い施設を造るための「正す会」へと組織名称を変更されました。 

    その後、ふじみ衛生組合が設置した市民検討会に「正す会」のメンバーも入ってい 

ただき、煙突の高さや排ガスの基準などを決めていただきました。 

    そういった経過ですが、平成１１年の「絶対反対の会」から「正す会」まで６年間程 

度の期間を要し、今では「ふじみ地区連合会」へと発展しました。 

    なお、ふじみ衛生組合の場合、事業計画の最初から最後まで同じ職員がいました。 

    職員が途中で変わってしまうと、何年も掛けて築き上げてきた住民との信頼関係を 

なくす事例が多いことは、ふじみ衛生組合でもご尽力いただいた寺嶋先生（用地検討 

委員会委員長）も仰っていた点です。 

    住民との信頼関係を保つために、最低１人でも良いので最初から最後まで見守る職 

員を置くべきだと思います。 
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 Q6 地元との合意形成までに長い時間を要していますが、主な要因は建設地の確定に関 

することですか。 

（回答） 

    ごみ処理施設は生活になくてはならない施設であり空白期間は許されないことから、 

ゴールの日付は決まっています。 

    それに合わせて、どれだけ住民合意を形成するための期間があるかということです。 

    ですから、早めに事業をスタートすれば住民合意を形成するための期間は長く取れ 

ます。 

スタートが遅れてしまうと当該期間は短くなりますが、それは仕方のないことです。 

    他自治体で例がありますが、焼却施設がなくなってしまうという最悪のケースは絶 

対に避けなければいけません。 

 限られたスケジュールでいかに住民の皆様の合意を得るかがポイントになると思い 

ます。 

    私の経験上では１番期間を要したのは、やはり場所の問題で、処理方式、炉数、費 

用等の問題は、場所の問題ほど難しい問題ではないと思います。 

    なお、例えば、ガス化溶融炉とストーカ炉で議論しましたが、いづれにしても排ガ 

スの処理という部分ではほとんど同じです。 

つまり、生活に直接関わる部分は、どのような処理方式でも現在の最新鋭の排ガス 

処理方式を用いれば問題ありません。 

    場所の問題を乗り切れれば、後は順調に進むと思います。 

 

  Q7 建設地決定までの経緯はわかりましたが、地元にメリットがないと理解が得られな

いと思いますが、何らかの地元還元は検討しましたか。 

（回答） 

    地元還元事業はありません。 

    そういう点では非常に市民の意識が高いと思います。 

    温浴施設やプール建設の提案をしましたが必要ないとのことでした。 

    ただでさえ、ごみ収集車が１日に１９０台程度搬入する状況下、温浴施設等を整備 

すると更に車両が増加するので、これ以上車両を集中させないでほしいということで 

す。 

    地元要望は、環境教育に力を入れてほしいということと、出来れば会議室を貸して 

ほしいという２点だけです。 

 

  Q8 整備基本計画検討委員会で最終的な建設地を決められず行政側に委ねたとのこと

ですが、その理由はタイムリミットを迎えてしまったということですか。 

（回答） 

 先程説明したとおり、稼働開始のゴールの日付は決まっていることから、それに合 

わせて、住民合意を形成するための期間を取るということになります。 
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    整備基本計画検討委員会の委員任期は２年間でしたが、議論が白熱したことから期 

間延長の要望があり、任期を３ヶ月延長しました。 

    それでも１箇所に絞り込めず、多分何年掛けても結論は出ないと委員が認識されて、 

絞り込みは行政側に委ねられました。 

 

Q9 排出基準については国の基準に上乗せすることが一般的ですが、そうしないと地域

合意を得ることは難しいのですか。 

（回答） 

    国の基準は、遵守すれば住民に対して影響がないという日本全体の基準です。 

ただ、焼却施設は東京のように半径５００ｍに１万人住んでいる所もあれば、地方で 

は 1人も住んでないという所もあり、自治体によって状況が異なります。 

そうした中、全て国の基準で当てはめるということでは理解を得ることが難しいも 

のがあり、周辺にたくさんの居住者がいるのだから、国の基準よりも厳しくして良い 

のではという意見が出ることは当然だと思いますし、お金で解決出来るのなら国の基 

準よりも厳しくすべきという周辺住民の意見は強いものがありました。 

よって、排出基準は各自治体の状況に応じて決めれば良いと思います。 

なお、東京都内で１番新しい施設であるにも関わらず、他の古い施設よりも排出基準 

を甘くすることは、行政として難しいものがありました。 

よって、ふじみ衛生組合の排出基準は東京都内では１番新しい施設だけあって、１番 

厳しいです。 

ただ、ずば抜けて厳しいというわけではなくて、東京都内の新しい焼却施設は全て排 

出基準が横並びです。 

逆にふじみ衛生組合が更に厳しくすると、恐らく今後整備する施設の周辺住民は更 

に厳しい排出基準を求めるという、いたちごっこになります。 

 

 

  その他説明事項 

 

  ① ごみ処理施設は関係市である三鷹市と調布市の境界部に位置し、かつ、概ね中心部 

なので、収集運搬車は自市内のみの運行で搬入可能、収集運搬効率が良い及び周辺市 

からは遠方になることから、周辺市に迷惑を掛けないで済む状況である。 

 

② 焼却灰の全量を日の出町（約３０㎞）の東京多摩広域資源循環組合に搬出し、エコ 

セメント化している。 

 

  ③ 煙突高さは当初案の５９ｍに対し、市民の約８割が拡散効果を期待した１００ｍを 

希望されたことから、最終的に煙突高さは１００ｍとした。 
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  ④ 炉数の検討については、経済性を考慮した２炉と、故障時の対応を考慮した３炉で 

市民の意見が分かれ、行政側に任せるという運びとなり、ふじみ衛生組合で２炉に決 

定した。 

    なお、ごみピットを大きく（１万㎥）することで故障時の対応を図ることとし、１ 

炉停止で２～３ヶ月間の操業が可能で、２炉停止であっても１０日～１４日分の可燃 

ごみを貯留することが可能である。 

 

  ⑤ 気温が５℃以下の状況で煙突から水蒸気があたかも煙のように白く排出されること 

を防止する白煙防止装置は、膨大な熱エネルギーが必要となることから設置していな 

い。 

    なお、設置しないことは市民検討委員会の総意である。 

 

  ⑥ 事業方式はＰＦＩを断念し、ＤＢО（公設民営）を採用した。 

    最大の理由は、ＰＦＩは廃棄物処理法に基づく手続きで許可（公設は届出）が必要 

になり、一般的に３～６ヶ月間程度の整備期間延長が必要となってしまうことである。 

 

  ⑦ 事業者の選定は、事業者選定委員会を設置し、提案内容と価格による「総合評価一 

般競争入札方式」を採用した。（２０年間の運営費込み） 

    なお、３社の入札があり、提案内容第２位、価格第２位の業者が総合評点第１位と 

なった。 

 

  ⑧ 施設運営費で年間６億円を見込んでいるが、その内３．５億円は売電収入により賄 

う事業計画である。 

     

  ⑨ 当初、東京電力に売電していたが、売電単価が安いことから平成２５年１１月から 

特定規模電気事業者に売電している。（１ｋｗｈ：１４円 ⇒ １ｋｗｈ：１８円） 

 

  ⑩ 計画の段階では住民全体のご理解ご協力が重要だが、建設の段階では直接的な影響 

（騒音・振動・工事車両通行等）を受ける地元のご理解ご協力が重要となることから、 

建設工事に先立ち地元協議会（住民と組合の協議の場）を設置した。 

    住民委員は敷地境界から概ね５００ｍの範囲内（約１万人が居住）に位置する町内 

会から推薦をいただいた２１名及び町内会加入率が５０％程度なので公募で４名を募 

集し、合わせて２５名である。 

    また、地元協議会は施設が存続する限り存続することとなっている。 

 

  ⑪ 建設工事に先立ち地元町会長と工事協定書を締結する。 

    (工事期間、作業時間、車両運行、騒音振動、電波障害) 
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  ⑫ 施設稼働前に地元町会長と環境保全に関する協定書（公害防止協定書）を締結して 

おり、各種環境測定の実施が主な内容だが、地元住民は放射能の問題を気にしている 

ことから、排ガス、焼却灰、飛灰、排水の４項目については、定期的に放射性セシウム 

濃度を測定することと合わせ、敷地内の５地点で空間放射線量も測定している。 

     

  ⑬ 煙突高さの１／１０を超える太さの煙突ならば、航空障害灯の設置は必要ない。 

 

  ⑭ ごみ処理施設は広域化することで発電効率が良くなり地球環境にも優しくなる。 

 

  ⑮ ダイオキシン類については通常の大気にも含まれており、施設周辺（５００ｍ程度） 

の測定結果は 0.014pg‐TEQ/㎥Nであったが、煙突からの排ガス測定結果は 

0.00009pg‐TEQ/㎥Nから 0.00036pg‐TEQ/㎥ Nであった。 

 よって、現代のごみ処理施設はダイオキシン発生施設ではなく、周辺大気を燃焼用 

空気として使うダイオキシン分解施設である。 

 

  ⑯ 臭気対策については、燃焼時はごみピット内空気を燃焼空気として吸引し、全炉停 

止時はごみピット内空気を活性炭脱臭装置に通過させた後、煙突（１００ｍ）から排 

気していることから住宅地であっても問題は生じていない。 

また、生ごみを積載した車両を長時間屋外に駐車させたくないことから、計量機は 

建物の中に整備し、入口及び出口にシャッターを設置した。 

（どちらか一方しか開かず風の吹き抜けによる臭気漏洩を防止） 


